
〔各種福祉制度〕

　イ　高齢者福祉関係

　　１　戦没者追悼式については、新市において再編統一する。

　戦没者追悼式          １．委託先　 １．実施主体 １．実施主体
　遺族連合会 　大野原町社会福祉協議会 遺族連合会

２．補助金額 ２．補助金額 ２．補助金額
　１３００千円 遺族連合会へ補助 　なし 豊浜地区遺族連合会

　１４年度より社会福祉協議会の予算で実施 ５３７４００円
和田地区遺族連合会
６０５０００円

 ３．内容　 ３．内容 ３．内容
　式典の準備・案内状の送付等 　・式典の準備・案内状の送付等 　式典の準備・案内状の送付等

　・遺族会、傷痍軍人会が協力

  ４．慰霊祭の時期　 ４．慰霊祭の時期 ４．慰霊祭の時期
　・１１月中旬 　・5月下旬 　　和田地区 ９月
　・市民会館 　・町スポーツセンター（町全体） 　　豊浜地区 ３月

　　お寺

５. 柱数　 ５. 柱数 ５７６ ５. 柱数 　　４４２
　１柱あたり ３，０９４円 　１柱あたり ２，２００円
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専門部会名 健康福祉部会 分科会名 福祉分科会合併協定項目番号 ２３－１０ 合併協定項目名 　　各種事務事業　（各種福祉制度関係）の取扱いについて

調整方針(案)

項　　目 　観　　音　　寺　　市 大　　野　　原　　町 豊　　　　浜　　　　町

　　１，４３０



〔各種福祉制度〕

　イ　高齢者福祉関係

　　２　老人介護支援センターについては、現行のとおり引き継ぎ、新市において再編調整する。

　老人介護支援センター 〇業務委託 〇業務委託 １．総合相談
１．委託先 １.委託先 　・年齢 おおむね６５歳以上
　楽陽荘・はがみ苑・ケアネット２４ 　老人介護支援センターおおのはら 　・要件

　　　介護保険認定者（在宅・施設)
　　　介護保険に認定されていない者(障害者も含む）

２．委託金額 ２．委託金額 　・件数 ３２００件
　地域型 ２８９０千円 　地域型 ２８９０千円 　・サービス内容
　福祉用具展示 ７９６千円 　福祉用具展示 ７９６千円 　　　個別相談（電話・来所・訪問）
　実態把握 １，７２８千円 　　　関係機関との連絡・調整

２．高齢者台帳整備
３．委託内容 ３．委託内容 　・年齢 おおむね65歳以上
　相談業務委託 　相談業務委託 　・要件 総合相談対象者

　　　　　　約 ３００件
４．委託先の人員 　・サービス内容
　３名 　　　　　台帳作成・管理
　看護師・保健師・介護支援専門員（社会福祉士）

３．高齢者実態把握
　・年齢 おおむね65歳以上
　・要件 介護保険認定者
　　　　　その他相談に応じた人
　　　　　　約 ３００件
　・サービス内容
　　　個別相談（電話・来所・訪問)
 　    関係機関との連絡・調整

４．ｹｰｽ会議・連絡会
　・年齢 おおむね65歳以上
　・要件
　　 介護保険認定者
介護保険認定されていない要援護者

　・サービス内容
　　　情報交換・サービス内容の調整
　　　(毎日10分くらい・ 1/2Ｗ　木）

５．関係機関との連絡調整
　・年齢 おおむね65歳以上
　・要件
　　 介護保険認定者
介護保険認定されていない要援護者

　・サービス内容
　　　情報交換・サービス内容の調整

６．福祉用具展示・紹介
　　福祉用具常設展示
　　町内業者
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合併協定項目番号 ２３－１０ 合併協定項目名 　　各種事務事業　（各種福祉制度関係）の取扱いについて 専門部会名 健康福祉部会 分科会名 福祉分科会

調整方針(案)

項　　目 　観　　音　　寺　　市 大　　野　　原　　町 豊　　　　浜　　　　町



〔各種福祉制度〕

　イ　高齢者福祉関係

　　３　在宅ケア専門委員会については、合併時に統一する。

　　４　居宅介護支援事業所運営については、現行のとおり引き継ぎ、新市において再編調整する。

　　５　居宅介護サービス事業所運営については、現行のとおり引き継ぎ、新市において再編調整する。

　在宅ケア専門委員会 １ 開催回数 　２４回
　　１回/2Ｗ　１６：００～１７：３０
　　　　　　　　　　　　　

２ 内容
　　サービスの連絡・調整
　　意見情報交換
　　学習会 対象人数
　　　　　　　　　約４６０件

　居宅介護支援 大野原町指定介護保険事業所運営 豊浜町老人介護支援センター（居宅支援部門）運営
　　事業所運営

介護支援専門員 職員
　　　　7名（うち３名保健師・４名ヘルパー） 　常勤 １名（兼務）

　　　　１名病院から派遣

Ｈ１３
　実人員 ７０人
　延人員 ５０１人

　居宅介護サービス １．大野原町指定介護保険事業所運営
　　　　事業所運営

２．サービスの種類
　訪問介護
　訪問入浴

３．職員
　介護福祉士 　４名
　登録ホームヘルパー ６名
　準看護師 　　１名（臨時）
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合併協定項目番号 ２３－１０ 合併協定項目名 　　各種事務事業　（各種福祉制度関係）の取扱いについて

調整方針(案)

項　　目 　観　　音　　寺　　市 大　　野　　原　　町 豊　　　　浜　　　　町

専門部会名 健康福祉部会 分科会名 福祉分科会



〔各種福祉制度〕

　イ　高齢者福祉関係

　　６　敬老年金支給事業については、平成１８年度から統一する。

　　７　敬老会事業については、平成１８年度から統一する。

　敬老年金支給事業 １．年齢 １．年齢 １．年齢
８０歳以上 ８０歳以上 ８０歳以上
（平成１４年度から）

２．要件 ２．要件
２．要件 ９月１５日現在、町内に引き続き１年以上居住している者 ９月１５日現在、町内に１年間以上在住の者
１年以上市内に居住

３．年金額 ３．年金額
３．年金額 ８０～８９歳 　　８，０００円 ８０～８９歳 　　８，０００円
一律　５，０００円 ９０～９９歳 　１０，０００円 ９０～９９歳 　１０，０００円

１００歳以上 １００，０００円 １００歳以上 １００，０００円
４．支給方法

４．支給方法
　現金支給

はがきで案内 ５．申請及び決定 ５．通知方法
本人又はその扶養義務者等の申請に基づいて町長が 　個人通知
決定する。

　敬老会事業 １．対象者 １．対象者 １．対象者
　７５歳以上（平成１４年度は、４，７４８名） H14.9.1現在で満７３歳以上の町民（H１４年度は1,918名） ３．３１．現在で８０歳以上の方

２．内容 ２．内容 ２．内容
　記念品は地区により、異なる。 ①記念品 該当者全員 ５月
（菓子、タオル等） 　2,500円相当 実施主体 町
　公民館で行っている地区があり、市長を招待する 　　商品券･お菓子･紅白のまんじゅう･萩の湯入浴券
　地区もある。 ②町全体で行う(町スポーツセンター）

③毎年９月１５日に実施
④式典の後余興を行う。

３．委託先 ３．実施 ３．委託先
自治会 社会福祉協議会 婦人会
婦人会 ・協力
地区社会福祉協議会 　婦人会･自治会長

　(案内，誘導，欠席者宅まで記念品を届ける）
４．委託料 　グリーンクラブ（ボランティア団体）希望者を車で送迎 ４．委託料
１人１，６５０円 人数割 ＠３０００×人数

１４年度は社会福祉協議会予算で対応 協力費 ＠２００×人数
均等割 150,000
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合併協定項目番号 ２３－１０ 分科会名 福祉分科会合併協定項目名 　　各種事務事業　（各種福祉制度関係）の取扱いについて 専門部会名 健康福祉部会

豊　　　　浜　　　　町大　　野　　原　　町

調整方針(案)

項　　目 　観　　音　　寺　　市

　各公民館 ４．支給方法
　本人口座へ振込

５．通知方法



〔各種福祉制度〕
　イ　高齢者福祉関係
　　８　シルバー人材センター運営補助事業については、新市において再編統一する。
　　９　高齢者保健福祉計画については、新市において速やかに策定する。

　シルバー人材センター １．組織概要 １．組織概要 １．組織概要
　　　　　運営補助事業 名称：（社）観音寺シルバー人材センター 名称：大野原町シルバー人材センター 名称：豊浜町シルバー人材センター

設立時期：H元．４．１ 設立時期：Ｈ７．６．９ 設立時期：Ｈ元．４．１
会員数：３０２名 会員数：１７０名（Ｈ１5年１月現在） 会員数：１０１名（Ｈ１４年度）

３．事務局 ２．事務局 ２．事務局
観音寺市シルバー人材センター 社会福祉協議会内 社会福祉協議会内

３．取り扱い事務 ３．取り扱い事務
請求作業 請求作業
配分金計算処理 配分金計算処理

４．活動状況等 ４．活動状況等
研修会開催　２回 研修会開催 1回
筆耕講習会　毎月１回 剪定講習会 １回
料理講習会　年２回
剪定講習会　年２回
ガーデニング講習会　年２回

５．就業状況（Ｈ１４） ５．就業状況（Ｈ１３）
　就業実人員　１７１名 　就業実人員　８０名
就業延人員　１８，０４５名／年 就業延人員 １６，２３３名／年
契約金額　８６，９３８千円 契約金額 ６０，１８６千円

６．備考 ６．備考
高齢者就業機会確保事業にて実施しているので、 高齢者就業機会確保事業にて実施しているので、
ここでの予算措置はなし ここでの予算措置はなし

　高齢者保健福祉計画 １．目的 １．目的 １．目的
　 現在の高齢者福祉施策の実施状況を分析し、計画期間に 現在の高齢者福祉施策の実施状況を分析し、計画期間に 現在の高齢者福祉施策の実施状況を分析し、計画期間に

おける統一的なサービス提供を図る。 おける統一的なサービス提供を図る。 おける統一的なサービス提供を図る。
介護保険事業計画を含む。 介護保険事業計画を含む。 介護保険事業計画を含む。

２．策定体制 ２．策定体制 ２．策定体制
保健部門、介護保険部門と連携し、一的な計画を策定する。 保健部門、介護保険部門と連携し、統一的な計画を 保健部門、介護保険部門と連携し、統一的な計画を

策定する。 策定する。

３．策定期間 ３．策定期間 ３．策定期間
３年に１度、５年を１単位とする計画を策定する。 ３年に１度、５年を１単位とする計画を策定する。 ３年に１度、５年を１単位とする計画を策定する。

４．委員数 ４．委員数 ４．委員数
２０人 １７人 １８  人

　　各種事務事業　（各種福祉制度関係）の取扱いについて 専門部会名 健康福祉部会 分科会名 福祉分科会

豊　　　　浜　　　　町

調整方針(案)

項　　目 　観　　音　　寺　　市 大　　野　　原　　町

　会員就業管理 　会員就業管理
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合併協定項目番号 ２３－１０ 合併協定項目名



〔地域福祉計画〕

　地域福祉計画については、平成１８年度末までに策定する。

【地域福祉計画とは】

【社会福祉法（抄） （昭和２６年法律第４５号）】

　(市町村地域福祉計画）
第１０７条  市町村は、地方自治法第２条第４項の基本構想に即し、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」とい
う。）を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映させるために必要な
措置を講ずるとともに、その内容を公表するものとする。
  １  地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項
  ２  地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項
  ３  地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項

　(都道府県地域福祉支援計画）
第１０８条  都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を通ずる広域的な見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる事項を一体的に
定める計画（以下「都道府県地域福祉支援計画」という。）を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民その他の者の意見を反映させるために必要な
措置を講ずるとともに、その内容を公表するものとする。
  １  市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項
  ２  社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項
  ３  福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達のため
    の基盤整備に関する事項

（注）第１０７条及び第１０８条は、平成１５年４月１日から施行

平成１２年６月に改称・改正された社会福祉法において、市町村は「地域福祉計画」をつくることが定められました。地域福祉計画には、①地域における福祉サービスの適切な利用の推進
に関する事項②地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項③地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項を策定し、計画づくりには、住民、社会福祉
を目的とする事業を経営する者、社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映しなければならないとされています。

　(目的）
第１条  この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め、社会福祉を目的とする他の法律と相まつて、福祉サービス利用者の利益の保護及び地域に
おける社会福祉（以下「地域福祉」という。）の推進を図るとともに、社会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図り、もつて社会福
祉の増進に資することを目的とする。

  （地域福祉の推進）
第４条  地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員と
して日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならない。

　（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務）
第６条  国及び地方公共団体は、社会福祉を目的とする事業を経営する者と協力して、社会福祉を目的とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、福祉サービスを提供する
体制の確保に関する施策、福祉サービスの適切な利用の推進に関する施策その他の必要な各般の措置を講じなければならない。

福祉分科会　　各種事務事業　（各種福祉制度関係）の取扱いについて 専門部会名 健康福祉部会 分科会名

調整方針(案)
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合併協定項目番号 ２３－１０ 合併協定項目名


